
第２２期第２７回筑前海区漁業調整委員会次第

１ 日 時 令和６年２月１３日（火） １４：００～

２ 場 所 福岡県庁４階 漁業調整委員会室

３ 議 題

（１）特定水産資源の福岡県知事管理漁獲可能量の設定について（諮問）

資料１

（２）水産動物の種苗の生産及び放流並びに水産動物の育成に関する基本計画に

ついて（諮問） 資料２

（３）山口、福岡両県いかつり漁業に関する覚書について（協議）

資料３

（４）しいら漬け漁業の調整に関する覚書について（協議）

資料４

（５）かます流しさし網漁業の許可方針について（協議）

資料５

（６）海面利用協議会の結果について（報告）

資料６

（７）小型定置網漁業の保護に係る委員会指示の改廃について（協議）

資料７

（８）定置網漁業の保護に係る委員会指示について（協議）

資料８

（９）第２２期第３回筑肥連合海区漁業調整委員会について（報告）

資料９

（10）その他
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資　料 １ - １
（２２期２７回筑前漁調委）

（令和６年２月１３日）



特定水産資源の知事管理漁獲可能量の設定について（諮問） 

 

水産振興課漁船漁業係 

【概要】 

・知事は、福岡県資源管理方針に即し、農林水産大臣から定められた都道府県

別漁獲可能量について、「知事管理漁獲可能量」を定めるものとなっている。 

・今般、令和６年４月１日より令和６管理年度が開始される「するめいか」及

び「くろまぐろ（小型魚）」、「くろまぐろ（大型魚）」の知事管理漁獲可能量

を定めることについて、法第 16 条第２項の規定※に基づき筑前海区漁調委に

諮問を行うもの。 

※法第 16 条第２項：都道府県知事は、知事管理漁獲可能量を定めようとするときは、関係海区漁業調

整委員会に意見を聴かなければならない。 

 

【知事管理漁獲可能量の設定について】 

・福岡県資源管理方針で、「するめいか」及び「くろまぐろ（小型魚）」、「くろ

まぐろ（大型魚）」の都道府県別漁獲可能量の知事管理区分への配分基準を

下記のとおりとしている。 

〇都道府県別漁獲可能量の知事管理区分への配分基準 

するめいか：全量を福岡県するめいか知事管理区分に配分  

くろまぐろ（小型魚）：全量を福岡県くろまぐろ（小型魚）知事管理区分に配分 

くろまぐろ（大型魚）：全量を福岡県くろまぐろ（大型魚）知事管理区分に配分 

・今回、対象魚種の令和６管理年度における都道府県別漁獲可能量は下表のと

おり示されたことから、福岡県資源管理方針に即し、「するめいか」及び

「くろまぐろ（小型魚）」、「くろまぐろ（大型魚）」の令和６管理年度の知事

管理漁獲可能量を下表のとおり設定することとしたい。 

 

表 本県に定められた都道府県別漁獲可能量及び定めようとする知事管理漁獲可能量 

特定水産資源 令和６管理年度 
都道府県別 

漁獲可能量 

知事管理漁獲可能量 

知事管理区分 配分数量 

するめいか 4/1～3/31 現行水準 
福岡県するめいか 

知事管理区分 
現行水準 

くろまぐろ 

（小型魚） 
4/1～3/31 10.8 トン 

福岡県くろまぐろ 

（小型魚）知事管理区分 
10.8 トン 

くろまぐろ 

（大型魚） 
4/1～3/31 7.9 トン 

福岡県くろまぐろ 

（大型魚）知事管理区分 
7.9 トン 

下線部：今回諮問事項    

【別紙】 

・資料 1-3 知事管理漁獲可能量に係る告示案 

資料 1-4 都道府県別漁獲可能量に係る通知 

資料 1-5 福岡県資源管理方針（抜粋） 
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資　料 １ - ２
（２２期２７回筑前漁調委）

（令和６年２月１３日）



告示第   号 

漁業法（昭和 24 年法律第 267 号）第 16 条第１項の規定に基づき、するめいか及びく

ろまぐろ（小型魚）、くろまぐろ（大型魚）の令和６管理年度（令和６年４月１日から令

和７年３月 31 日までの期間をいう。）における知事管理漁獲可能量を定めたので、同条

第４項の規定に基づき、次のとおり公表する。 

令和６年３月 日 

福岡県知事  服部  誠太郎   

特定水産資源 
福岡県に定められた 

都道府県別漁獲可能量 

知事管理区分に配分する数量 

知事管理区分 配分数量 

するめいか 現行水準 
福岡県するめいか 

知事管理区分 
現行水準 

くろまぐろ 

（小型魚） 10.8ｔ 
福岡県くろまぐろ 

（小型魚）知事管理区分 
10.8ｔ 

くろまぐろ 

（大型魚） 
7.9ｔ 

福岡県くろまぐろ 

（大型魚）知事管理区分 
7.9ｔ 
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資　料 １ - ３
（２２期２７回筑前漁調委）

（令和６年２月１３日）



 

５水管第 2553 号   

令和５年 12 月 21 日  

 

 

福岡県知事 殿 

 

 

農林水産大臣 坂本 哲志 

 

くろまぐろに関する令和６管理年度における都道府県別漁獲可能量の当初配分の

通知 

 

くろまぐろに関する令和６管理年度における都道府県別漁獲可能量の当初配分につい

て、漁業法（昭和 24 年法律第 267 号）第 15 条第１項の規定に基づき、下記の表のとおり

都道府県別漁獲可能量を定めたので、同条第４項の規定に基づき、通知いたします。 

 

記 

 

（表） くろまぐろに関する令和６管理年度における都道府県別漁獲可能量の当初配分 

 

特定水産資源 
 

定めた都道府県別漁獲可能量 
（福岡県分） 

くろまぐろ（小型魚） 10.8トン 

くろまぐろ（大型魚） 7.9トン 
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資　料 １ - ４
（２２期２７回筑前漁調委）

（令和６年２月１３日）



                                                  

５水管第 2896 号 

令和６年２月１日 

 

  福岡県知事 殿 

 

                                   農林水産大臣 坂本 哲志  

 

すけとうだら太平洋系群、すけとうだら日本海北部系群、すけとうだらオ

ホーツク海南部、すけとうだら根室海峡及びするめいかに関する令和６管

理年度における都道府県別漁獲可能量の当初配分に係る意見照会 

 

  すけとうだら太平洋系群、すけとうだら日本海北部系群、すけとうだらオホー

ツク海南部、すけとうだら根室海峡及びするめいかに関する令和６管理年度に

おける都道府県別漁獲可能量の当初配分について、下記の表のとおり都道府県

別漁獲可能量を定めようとしているので、漁業法（昭和 24 年法律第 267 号）15

条第４項の規定に基づき、貴職の意見を求めるので、令和６年２月７日（水）ま

でに提出願います。 

記 

 

すけとうだら太平洋系群、すけとうだら日本海北部系群、すけとうだらオホー

ツク海南部、すけとうだら根室海峡及びするめいかに関する令和６管理年度に

おける都道府県別漁獲可能量の当初配分 

特定水産資源 

定めようとしてい

る都道府県別漁獲

可能量（トン） 

基本シェア（％） 
現行水準の場合の

目安数量（トン） 

すけとうだら 

太平洋系群 
   

すけとうだら  

日本海北部系群 
   

すけとうだら 

オホーツク海南部 
   

すけとうだら 

根室海峡 
   

するめいか 現行水準 0.09% 50 トン未満 

（注記）基本シェアの算定期間（すけとうだらは令和２年から令和４年、するめ

いかは平成 30 年から令和２年）の平均漁獲実績が１トン未満であって、

今後も漁獲が見込まれないと都道府県として判断する場合は、配分の対

象としない。 
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資　料 １ - ５
（２２期２７回筑前漁調委）

（令和６年２月１３日）



（別紙１－３） 

第１ 特定水産資源 

くろまぐろ（小型魚） 

第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

福岡県くろまぐろ（小型魚）知事管理区分 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

当該知事管理区分を構成する事項は、次のとおりとする。 

① 水域 

中西部太平洋条約海域（漁業の許可及び取締り等に関する省令（昭和 38 年農林省

令第５号）第１条第１項第 1 号に掲げる海域をいう。） 

② 対象とする漁業 

福岡県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者が行う沿岸くろ

  まぐろ漁業（日本海・九州西広域漁業調整委員会指示に掲げる漁業をいう。）及び

  くろまぐろ（小型魚）を採捕する漁業（大臣管理区分を除く。） 

③ 漁獲可能期間 

周年 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管理とし、漁獲量等の 

報告期限は、次のとおりとする。 

① 当該管理年度中（②に規定する場合を除く。） 

陸揚げした日からその属する月の翌月 10 日まで 

② 知事が法第 31 条の規定に基づく公表をした日から当該管理年度の末日まで（漁獲

   可能量の追加配分等により当該知事管理区分の漁獲量の総量が当該知事管理漁獲可

   能量を超えるおそれがなくなったと認めるときは、この限りではない。） 

陸揚げした日から３日以内（行政機関の休日に関する法律（昭和 63 年法律第 91

号）第１条第１項に規定する行政機関の休日は算入しない。） 

第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

本県において漁獲されるくろまぐろはわずかであることから、採捕の種類別、海域

別又は期間別の数量は定めないこととし、全量を福岡県くろまぐろ（小型魚）知事管

理区分に配分する。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   知事管理区分の漁獲量の公表について、法 31 条に定める場合に該当するか否かにつ

いては、当該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量の７割を超えるときを

基準として、漁獲量の推移に応じて判断する。 
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（別紙１－４） 

第１ 特定水産資源 

くろまぐろ（大型魚） 

第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

福岡県くろまぐろ（大型魚）知事管理区分 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

当該知事管理区分を構成する事項は、次のとおりとする。 

① 水域 

中西部太平洋条約海域（漁業の許可及び取締り等に関する省令（昭和 38 年農林省

令第５号）第１条第１項第 1 号に掲げる海域をいう。） 

② 対象とする漁業 

福岡県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者が行う沿岸くろ

  まぐろ漁業（日本海・九州西広域漁業調整委員会指示に掲げる漁業をいう。）及び

  くろまぐろ（大型魚）を採捕する漁業（大臣管理区分を除く。） 

③ 漁獲可能期間 

周年 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管理とし、漁獲量等の 

報告期限は、次のとおりとする。 

① 当該管理年度中（②に規定する場合を除く。） 

陸揚げした日からその属する月の翌月 10 日まで 

② 知事が法第 31 条の規定に基づく公表をした日から当該管理年度の末日まで（漁獲

   可能量の追加配分等により当該知事管理区分の漁獲量の総量が当該知事管理漁獲可

   能量を超えるおそれがなくなったと認めるときは、この限りではない。） 

陸揚げした日から３日以内（行政機関の休日に関する法律第１条第１項に規定す

 る行政機関の休日は算入しない。） 

第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

本県において漁獲されるくろまぐろはわずかであることから、採捕の種類別、海域

別又は機関別の数量は定めないこととし、全量を福岡県くろまぐろ（大型魚）知事管

理区分に配分する。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   知事管理区分の漁獲量の公表について、法 31 条に定める場合に該当するか否かにつ

いては、当該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量の７割を超えるときを

基準として、漁獲量の推移に応じて判断する。 
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（別紙１－５） 

第１ 特定水産資源 

するめいか 

第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

福岡県するめいか知事管理区分 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

当該知事管理区分を構成する事項は、次のとおりとする。 

① 水域 

②の対象とする漁業が、するめいかの採捕を行う水域 

② 対象とする漁業 

福岡県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者がするめいかを

  採捕する漁業（大臣管理区分を除く。） 

③ 漁獲可能期間 

周年 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に漁獲量を増加させない

管理とし、漁獲量等の報告期限は、陸揚げした日からその属する月の翌月 10 日までと

する。 

第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を福岡県するめいか知事管理区分に配分する。 

第４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

漁獲可能量による管理以外の手法として、漁獲努力量による管理を合わせて行うこ

ととする。この場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、資源管理方針策定

時の本県筑前海海域における漁船登録数である 2,102 隻とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

-8-



-1-

資　　料　　２
（２２期２７回筑前漁調委）

（令和６年２月１３日）



水産動物の種苗の生産及び放流並びに水産動物の育成に関する基本計画（案） 

（第８次福岡県栽培漁業基本計画） 

 

本県は三方を豊かな海に囲まれ、内には国内有数の河川を有するなど水産業の基盤

として大変恵まれた条件を有しており、それぞれの漁場で特色ある水産物が生産され

る一方で、水産資源の減少や魚価の低迷などにより漁業経営は厳しい状況にある。 

このため、県では、令和４年３月に福岡県農林水産振興基本計画を策定し、漁場の

生産力を高め、漁獲の安定を図るため、漁場づくりや資源管理とともに、栽培漁業を

重要な施策に位置づけている。 

栽培漁業は、水産動物の最も減耗の激しい卵から幼稚仔の時期を人間の管理下にお

いて種苗を生産し、天然の水域へ放流した上で適切な管理を行い、対象とする水産動

物の持続的利用を図るものである。本県では、公益財団法人ふくおか豊かな海づくり

協会（以下「協会」という。）、市町、漁業協同組合連合会、漁業協同組合、漁業者等

による確固たる協力体制のもと栽培漁業を推進している。 

今後も栽培漁業を一層計画的かつ効率的に推進するため、沿岸漁場整備開発法に基

づき、令和８年度を目標年度として、本計画を策定する。 

 

１ 水産動物の種苗の生産及び放流並びに水産動物の育成に関する指針 

（１）効率的かつ効果的な栽培漁業の推進 

種苗放流において、地域の実情や海域特性を踏まえ、漁獲量に有意な変化を見込

める規模を確保するとともに、対象種の重点化、放流適地への集中化に取り組む。

また、稚魚段階での漁獲の抑制や親魚の獲り残し等の漁獲管理との一体的かつ効率

的な取組を行い、効果的な栽培漁業を推進する。 

なお、種苗の放流及び育成に当たっては、沿岸における漁業操業、公共事業の計

画及びその実施、船舶の航行等についても十分配慮し実施する。 

一方、本県における種苗生産の中核的施設である栽培漁業センターの老朽化に伴

い、種苗生産能力の低下が懸念されることから、施設の更新に向けた検討を行う。 

また、放流に必要な種苗を適切に確保するため、他県の種苗生産施設などと連携

し、効率的な種苗生産体制の構築に取り組む。 

（２）種苗の育成の場の整備の推進 

放流された種苗の育成場である藻場や干潟等の保全や回復を図るため、漁場の整

備や漁港施設の有効活用、漁業者が取り組む植食性動物の除去などの活動を推進す

る。 

（３）広域種の種苗放流体制の構築 

本県の区域を越えて回遊し漁獲されるクルマエビやトラフグ等の広域種につい

ては、関係機関が、その分布する海域の中で最も放流効果の高い適地への集中的な

種苗放流や、受益に見合った費用負担を検討するなど、広域的な連携体制の構築に

努める。 

（４）生物多様性の保全への配慮及び疾病等のまん延防除 

国及び国立研究開発法人水産研究・教育機構が作成した遺伝的多様性への影響リ

スクを低減するための技術的な指針に基づき、生物多様性の保全へ配慮し、ウィル

ス性疾病等の発生及びまん延の防除に努め、健全な種苗の放流に取り組む。 
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（５）栽培漁業に関する県民の理解の醸成と普及 

栽培漁業は、水産物の安定供給の機能に加えて、水産物の供給による健康の増進、

自然環境の保全、地域社会の形成及び維持等の多面的な機能を有していることにつ

いて、県民への普及及び啓発に取り組む。 

 

２ 種苗の生産及び放流又はその育成を推進することが適当な水産動物の種類 

本県における種苗の生産及び放流又はその育成を推進することが適当な水産動物

の種類は、次のとおりとする。 

魚 類 トラフグ 

甲殻類 クルマエビ、ヨシエビ、ガザミ 

貝 類 クロアワビ、アサリ 

棘皮類 アカウニ 

 

３ 水産動物の種類ごとの種苗の放流数量の目標 

令和８年度において、本計画２で定めた水産動物の種類ごとの種苗放流数量及び放

流時の大きさは次のとおりとする。 

水産動物の種類 放流数量 放流時の大きさ 

トラフグ 

クルマエビ 

ヨシエビ 

ガザミ 

クロアワビ 

アカウニ 

30 万尾 

300 万尾 

500 万尾 

180 万尾 

50 万個 

25 万個 

全 長70ミリメートル 

全 長30ミリメートル 

全 長30ミリメートル 

全甲幅10ミリメートル 

殻 長30ミリメートル 

殻 径20ミリメートル 

なお、アサリの目標数量は、技術開発の成果を踏まえ検討する。 

 

４ 特定水産動物育成事業に関する事項 

県は、本計画２で定めた水産動物のうち、経済効果が明らかな魚種については、必

要に応じ、特定水産動物育成事業における育成水面制度を活用するよう努める。 

 

５ 水産動物の種苗生産及び放流並びに水産動物の育成に関する技術の開発に関す

る事項 

（１）種苗生産の技術水準の目標 

令和８年度において、栽培漁業センターの種苗生産の技術水準の目標は次のとお

りとする。 

水産動物の種類 １立方メートル当たりの

生産数量 

大きさ 

トラフグ 

クルマエビ・ヨシエビ 

ガザミ 

クロアワビ 

アカウニ 

350 尾   

7,500 尾   

1,500 尾   

3,000 個   

4,000 個   

全 長70ミリメートル 

全 長15ミリメートル 

全甲幅５ミリメートル 

殻 長30ミリメートル 

殻 径20ミリメートル 
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（２）効率的かつ効果的な栽培漁業の推進のための技術開発の推進 

種苗放流の対象種について、遺伝的多様性を備えた健全な種苗を安定的に低コス

トで生産する技術の開発や、疾病等の発生及びまん延防止のための技術開発に取り

組む。 

さらに、対象種の放流適地や最適な放流サイズ等の把握に取り組むとともに、種

苗生産や放流、さらには育成にかかる技術開発を一体的に行うよう努める。 

また、近年、資源の減少が顕著なアサリなど二枚貝の増殖のための技術開発に取

り組む。 

（３）種苗生産や放流にかかる技術の継承 

県は、水産動物の種苗生産や中間育成、放流の実施状況を把握するとともに、栽

培漁業を担う人材の計画的な確保と種苗生産技術及び放流技術の継承に努める。 

（４）遺伝子組換え生物や外来生物等の取扱い 

遺伝子を直接操作することや胚を操作することによる新たな品種の開発及び種

苗放流については、水産庁長官の確認を得て行う試験的な取組を除き行わない。ま

た、栽培漁業への外来生物の導入については、生態系に及ぼす影響が明確でないこ

とから行わない。 

（５）技術開発水準の到達すべき段階 

水産動物の

種類 

基準年における 

平均的技術開発段階 

目標年における 

技術開発段階 

事業実施期段階に

到達した水産動物

の技術的課題 

トラフグ Ｅ Ｆ － 

クルマエビ Ｆ Ｆ 生産体制の効率化

放流効果の向上 

ヨシエビ Ｆ Ｆ 早期生産体制の検

討 

ガザミ Ｆ Ｆ 生産性の向上 

クロアワビ Ｆ Ｆ 防疫対策 

生産性の向上 

アサリ Ｃ Ｄ － 

アカウニ Ｆ Ｆ 生産性の向上 

 

備考 上記の符号は、技術開発の段階を次のとおりの分類で表したものである。 

Ａ 新技術開発期  種苗生産の基礎技術開発を行う。 

Ｂ 量産技術開発期 種苗生産の可能な種類について量産技術の開発を行う。 

Ｃ 放流技術開発期 種苗量産技術の改良を行うとともに、放流効果を得る上で

最も適した時期、場所、サイズ、手法の検討を行う。 

Ｄ 事業化検討期  対象種の資源量、加入量を把握し、資源に応じた放流数量

を検討するとともに、受益の範囲と程度を把握する。 

Ｅ 事業実証期   種苗の生産・放流体制を整備した上で、放流効果を実証し、

経費の低減を図るとともに、効果に応じた経費の負担配分

を検討する。 

Ｆ 事業実施期   持続的な栽培漁業が成立する。 
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６ 水産動物の放流後の成育、分布及び採捕に係る調査に関する事項 

栽培漁業の実施主体は、水産海洋技術センターや市町等と連携し、成育状況、分

布回遊状況、漁獲状況等の調査を実施し、水産動物の放流後の増殖効果の把握に努

める。 

 

７ その他水産動物の種苗の生産及び放流並びに水産動物の育成に関し必要な事項 

県や協会、市町、漁業協同組合連合会、漁業協同組合、漁業者等は、本県におけ

る栽培漁業を効率的かつ効果的に推進していくため、相互に緊密な連携に努める。 

特に、協会は、計画的かつ安定的に種苗の生産や配布を行う等、本県の栽培漁業

の中心的な役割を担っており、今後もその役割を担う。 

また、広域種の種苗放流体制の推進を図るため、県や協会等は、各海域栽培漁業

推進協議会及び栽培漁業推進協議会全国連絡会議との連携を強化する。 
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第８次計画（案）の概要 

・根拠法令 

沿岸漁場整備開発法（昭和四十九年法律第四十九号） 

沿岸漁場整備開発法施行令（昭和五十一年政令第五十一号） 

水産動物の種苗の生産及び放流並びに水産動物の育成に関する基本方針（国策定） 

 

・目的（法第七条の二） 

都道府県は、その区域に属する水面（漁業法（昭和二十四年法律第二百六十七号）

第六十条第五項第五号に規定する内水面を除く。以下同じ。）における沿岸漁場の生産

力の増進に資するため、海区漁業調整委員会の意見を聴いて、政令で定めるところに

より、水産動物の種苗の生産及び放流並びに水産動物の育成に関する基本計画（以下

「基本計画」という。）を定めることができる。 

 

・期間（施行令第二条） 

都道府県は、法第七条の二第一項の基本計画を定める場合には、おおむね五年を一

期として、当該都道府県の区域に属する水面における沿岸漁業に係る漁業事情及び当

該水面の利用の状況並びにこれらに関するおおむね五年後の見通しに基づいて行うも

のとし、その変更は、当該計画期間の範囲内においてするものとする。 

国の方針は５年（令和４年～令和８年） 

県の方針は３年（令和６年～令和８年） 

 

・８次計画案の内容 

第１ 指針 

（１）栽培漁業を漁獲管理と一体的に取り組んで推進する旨を明記。また、栽培漁業

センターの老朽化のため、施設の更新の検討を行う旨を明記。 

（２）種苗の育成場の整備について７次計画に引き続き記載。 

（３）広域連携について７次計画に引き続き記載。 

（４）生物多様性の保全への配慮について７次計画に引き続き記載。 

（５）栽培漁業への理解醸成などを７次計画に引き続き記載。 

 

第２ 栽培漁業対象種 

７次計画に引き続き、トラフグ、クルマエビ、ヨシエビ、ガザミ、クロアワビ、ア

サリ、アカウニの７種。 

 

第３ 放流目標数値 

直近の放流実績や各地域の実情等を踏まえ、目標値を修正。 

トラフグ   50 万尾→ 30 万尾 

クルマエビ 700 万尾→300 万尾 
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クロアワビ 60 万個→50 万個 

 

第４ 特定水産動物育成事業に関する項目 

７次計画と同様に、事業を推進する旨の内容を記載。 

 

第５ 技術開発に関する項目 

（１）種苗生産技術水準 

種苗放流サイズの大型化に伴い、以下のとおり変更。 

トラフグ 全長 30 ミリメートル 2,000 尾／m3 

→全長 70 ミリメートル  350 尾／m3 

健苗性を考慮し、以下のとおり変更。 

クルマエビ・ヨシエビ 全長 15 ミリメートル 10,000 尾／m3 

          →全長 15 ミリメートル  7,500 尾／m3 

健苗性を考慮し、以下のとおり変更。 

ガザミ 全甲幅５ミリメートル 3,000 尾／m3 

   →全甲幅５ミリメートル 1,500 尾／m3 

健苗性を考慮し、以下のとおり変更。 

クロアワビ 殻長 30 ミリメートル 5,000 個／m3 

     →殻長 30 ミリメートル 3,000 個／m3 

（２）７次計画に引き続き、技術開発の推進に取り組む旨の内容を記載。 

（３）７次計画に引き続き、種苗生産技術及び放流技術の承継に努める旨の内容を記

載。 

（４）７次計画に引き続き、遺伝子組換え生物や外来生物等の取扱いについて記載。 

（５）７次計画に引き続き、技術開発水準の到達すべき段階について記載。 

 

第６ 増殖効果の把握 

７次計画に引き続き、栽培漁業実施主体が増殖効果の把握に努める旨の内容を記載。 

 

第７ その他 

栽培漁業関係者は、栽培漁業を効率的に推進していくため、相互に緊密な連携に努

める旨の内容を記載。 
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 策定 令和４年７月１日 

 

 

 

 

 

 

水産動物の種苗の生産及び放流並                                         

 

びに水産動物の育成に関する基本                                         

 

方針      
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水産動物の種苗の生産及び放流並びに水産動物の育成に関する基本方針 

 

 

 高度経済成長の中、大規模な地域開発が進み、臨海工業地帯の造成や沿岸の都市化の進展

により、漁場環境や水産動植物の生育環境が悪化した。その後、200 海里の設定による海外漁

場からの撤退に伴い、沿岸域における漁業生産の確保が大きな課題となった。このため、沿

岸漁業の安定的な発展と水産物の供給増大に寄与することを目的に、沿岸漁場整備開発法が

制定され、栽培漁業が沿岸漁業の振興政策として位置付けられるとともに、各都道府県に栽

培漁業センターが整備された。その間、栽培漁業の技術は着実に進歩し、現在、沿岸漁業の

対象となる多様な魚介類の種苗放流が行われている。その結果、栽培漁業は対象種の資源維

持や漁獲の安定化に一定の役割を果たすとともに、対象種の生態解明や漁場環境の保全、放

流種苗の管理を通じた資源管理意識の醸成等を通じ遊漁も含めた沿岸漁業の振興や資源の持

続的な利用に貢献してきた。これにより、資源の維持・増大に成功し、漁獲管理に移行して

いるものがある。一方で、十分な効果を上げるに至っていないものもあるとの指摘もある。 

 平成 27年の「水産動物の種苗の生産及び放流並びに水産動物の育成に関する基本方針」の

策定後、水産資源の適切な管理と水産業の成長産業化を両立させ、漁業者の所得向上と年齢

バランスのとれた漁業就労構造の確立を図るため、「水産政策の改革」に取り組むことが決定

された。水産改革の柱となる資源管理等については、平成 30 年 12月に公布、令和２年 12 月

に施行した漁業法等の一部を改正する等の法律（平成 30 年法律第 95 号）による改正後の漁

業法（昭和 24 年法律第 267 号）や令和２年９月に策定した「新たな資源管理の推進に向けた

ロードマップ」等に基づき、新たな資源管理システムの構築、生産性の向上に資する漁業許

可制度の見直し、海面利用制度の見直しなどが取り組まれてきた。 

このような取組の中で、栽培漁業については、「水産政策の改革について」（平成 30 年６月

１日改訂「農林水産業・地域の活力創造プラン（別紙８）」）において、新たな資源管理システ

ムの下で資源管理上効果のあるものを見極めた上で重点化することとされ、対象となる水産

資源の資源評価を踏まえ、その効果を検証するものとされた。都道府県の区域を越えて回遊

し漁獲される広域種と、放流した地先で漁獲される地先種のいずれにおいても、種苗放流の

効果の検証と、その結果を踏まえた効果的な栽培漁業の推進がこれまで以上に求められてい

るところである。 

 

都道府県の区域を越えて回遊し漁獲されるマダイ、ヒラメ等の広域種については、最大持

続生産量（以下「MSY」という。）ベースの資源評価において、種苗放流の規模を変化させた場

合に目標資源量の達成確率がどのように変化するか示されており、種苗の放流尾数の増減が

資源量の増減に大きく影響する資源と、種苗放流の効果が必ずしも明瞭でない資源とがある

ことが明らかになっている。種苗放流が資源の維持・増大につながっているか、そもそも漁

獲圧が過大でないかなどを科学的に検証しながら、資源管理の枠組みのもとで、資源の持続

的な利用のために効果が期待できる魚種・系群に種苗放流の対象を絞り込むことが必要とな

っている。 
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 放流した地先で漁獲されるウニ類、アワビ類、ハタ類等の地先種については、それらを漁

獲する沿岸漁業者の費用負担等による種苗放流が行われており、種苗放流による対象資源の

維持・増大とともに、栽培漁業はこれらの漁業者の経営の安定に寄与している。一方、地域

によっては環境の変化の影響等により漁獲量が減少している。種苗放流の効果検証を行うと

ともに、持続的な漁業生産を確保し地域の漁業振興を図るため、海洋環境の変化による漁場

変動や魚種変化への対応の点で、効果が期待できる魚種を適地に放流することを徹底しなが

ら、積極的かつ重点的に種苗放流を進めることが必要である。また、地先種の一部において

は、隣り合う都道府県が連携することで種苗放流の効果が上がると期待される魚種もあるこ

とから、こうした魚種については都道府県間での連携・協働を促進・助長する枠組みが必要

である。これらの取組を通じて、地先種の栽培漁業についてのモデルを作り、その横展開を

図ることが重要と考えられる。 

また、東日本大震災で壊滅的な被害を受けた東北地方太平洋側の種苗生産施設は復旧が完

了し、種苗生産能力は震災前の水準まで回復した。今後は、種苗放流の効果の拡大・向上へ

向けた取組を強化していく段階へ移行している。 

一方、各都道府県等の種苗生産施設が全体的に老朽化し、種苗生産能力が低下しているほ

か、都道府県によっては、種苗生産に携わる技術者が高齢化する一方で後継者が育っていな

い状況も見られる。加えて、都道府県の財政状況の悪化、燃油の高騰、新型コロナウイルス

感染症の感染拡大等による漁業者の負担能力の低下等により種苗放流経費の確保が困難とな

っている状況も見られる。特に広域種については、全国を６つの海域に分けた海域栽培漁業

推進協議会（以下「海域協議会」という。）において、関係都道府県が連携した種苗放流や費

用負担のあり方等の検討が進められているところであり、今後、検討のさらなる深化が求め

られている。 

 このため、対象種の重点化、共同種苗生産体制の構築による効率的かつ効果的な種苗放流

の推進に向けた取組や、計画的な人材確保と種苗生産技術及び放流技術の継承を着実に進め、

漁獲量の増大に向けて、より効果的な栽培漁業を推進することが重要と考えられる。 

 さらに、種苗放流にあたっては、生物多様性保全への配慮や、放流された種苗の育成の場

の整備との連携、栽培漁業に関する国民への理解醸成の取組の強化が求められている。加え

て、種苗放流の効果の検証にあたっては、遊漁による採捕を適切に見積もることが重要であ

り、このため遊漁関係者と連携した採捕量の把握等にも取り組む必要がある。 

 これらの課題に対応するため、水産基本計画（令和４年３月 25 日閣議決定）では栽培漁業

について、地先種は「環境要因に適応した受益者負担を伴う種苗放流の継続を図る」とし、

広域種は「資源造成の目的を達成した魚種や放流量が減少しても資源の維持が可能な魚種も

出てきており、こうした魚種については、種苗放流による資源造成から適切な漁獲管理措置

への移行を推進する」としている。 

 

このような状況を踏まえ、国、国立研究開発法人水産研究・教育機構（以下「機構」とい

う。）、都道府県及びその機関、栽培漁業協会、海域協議会、公益社団法人全国豊かな海づく

り推進協会（以下「豊かな海づくり協会」という。）、漁業者団体その他関係団体並びに漁業
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者は、対象種の回遊範囲、技術開発水準の段階等に応じた適切な役割分担の下、今後の我が

国の社会経済的・自然的状況に見合った効果的な栽培漁業を実現するため、以下の取組を推

進する。 

 

第１ 水産動物の種苗の生産及び放流並びに水産動物の育成に関する基本的な指針及び指標 

 

（１）漁獲管理との一体的な取組 

水産資源は、新たに生まれ、成長することで増え、自然的な減耗に加えて漁獲により減

少する。資源管理は、この基本的な性質を踏まえ、人為的な行為である漁獲をコントロー

ルすることで資源を持続的に利用しようとするものである。 

種苗放流は、人為的に種苗を放流し、天然で新たに生まれる資源に追加することで将

来の親や漁獲量の増大に貢献しようとするものである。このため、後述の MSY ベースの

資源評価結果や都道府県水産試験場等で行われている種苗放流効果把握調査の結果を踏

まえ、資源管理の枠組みの中で、必要に応じ、広域漁業調整委員会等において関係者の合

意形成等を図りつつ、稚魚段階での漁獲の抑制や親魚の獲り残し等の漁獲管理との一体

的かつ効率的な取組を行い、効果的な栽培漁業を推進する。 

資源管理の前提となる資源評価においては、MSY の達成に向けて漁獲管理と種苗放流

を組み合わせた資源評価に取り組むとともに、天然由来の加入量と放流由来の加入量の

定量的な評価や、放流種苗の生残過程の把握、放流種苗による再生産や漁獲量の増加へ

の貢献度の把握など、種苗放流の効果の評価と効果的な栽培漁業の実施の基礎となる知

見の収集・公表に努める。  

 

（２）放流効果の検証に基づく対象種の重点化を踏まえた効果的な栽培漁業の推進 

 種苗放流を実施している魚種は、MSY ベースの資源評価を基に、都道府県水産試験場等

で行われている種苗放流効果把握調査等の結果も踏まえて放流効果の検証を行う。MSY ベ

ースの資源評価が行われていない魚種については、国が行う資源調査・評価や都道府県

水産試験場等で行われている種苗放流効果把握調査等の結果に基づき、定量的な指標に

基づく種苗放流の効果の検証に努める。種苗放流効果の検証結果を踏まえて、資源造成

効果の高い種苗放流の対象種の検討を行うとともに、関係者で種苗放流効果の高い適地

での放流方法を検討する。資源造成の目的を達成した魚種や放流量が減少しても資源が

維持できている魚種は、種苗放流による資源造成から漁獲管理への移行を推進する。種

苗放流効果の検証にあたっては、漁業者、加工業者、種苗放流実施団体等の幅広い関係者

の意見を聴くこととする。なお、水産動物の種苗の放流及び育成に当たっては、沿岸にお

ける漁業操業、公共事業の計画及びその実施、船舶の航行等についても十分配慮し、尊重

する。 

 

（３）地先種に係る継続的な実施体制の確立に向けた取組 

放流した地先で漁獲されるウニ類、アワビ類、ハタ類等の地先種については、栽培漁業
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の持続的な実施体制を確立するため、沿岸漁場整備開発法第７条の２第４項の「放流効

果実証事業」の実施によって、種苗放流の効果の範囲及び程度を特定するよう努めると

ともに、その結果を考慮し、継続的な栽培漁業の実施に向けて、適切な費用負担のあり方

を検討する。また、必要に応じ、同条第２項第４号の「特定水産動物育成事業」における

育成水面制度を活用するよう努める。 

 

（４）広域プランに基づく広域種の種苗放流の取組 

 都道府県の区域を越えて回遊し漁獲されるマダイ、ヒラメ等の広域種については、種

苗放流を実施する場合には、その分布する海域の中で最も放流効果の高い放流適地に種

苗を放流するとともに、都道府県の区域を越えて種苗放流に係る受益と費用負担の公平

化に向けて取り組むことが重要である。このため、海域協議会において海域の特性等を

考慮して策定された「効率的かつ効果的な種苗生産及び種苗放流に関する計画」（以下「広

域プラン」という。）に示された資源造成の目標、種苗生産尾数、放流尾数、放流適地等

を勘案し、関係都道府県が種苗生産や放流等に取り組む。また、広域プランにおいて資源

評価結果を踏まえた放流数量等の種苗放流に関する目標を設定し、関係都道府県が種苗

生産や放流等に取り組むとともに、近年の海洋環境の変化に伴う各魚種の分布・回遊域

の変化を踏まえて、広域プランがより効果的な取組となるよう、特に適種、適地、適期、

適した放流サイズでの種苗放流の実施の観点から検討を行うとともに、海域協議会等に

おいて、広域種の種苗放流に係る受益に見合った費用負担の公平化の実現に向けた検討

を行う。 

 

（５）共同種苗生産体制の構築 

 近年、種苗生産施設の老朽化により種苗生産能力が低下してきていることを踏まえ、

施設の計画的な改修及び更新に努めるとともに、資源回復や施設維持、受益者負担等に

関し、将来の見通しが立ち、安定的な運営ができる施設については整備を推進する。単一

の都道府県による種苗生産施設の運営が困難な場合、複数の都道府県での共同利用や養

殖用種苗生産を行う多目的利用施設への移行を推進する。共同利用化した施設について

は、複数の地方公共団体による運営方式を検討する。各都道府県等の種苗生産施設にお

ける種苗生産コストも勘案し、低コストで生産能力の高い共同種苗生産体制の構築に取

り組む。 

また、共同種苗生産体制の構築に当たっては、疾病等による生産不調等のリスク管理

に配慮する。 

なお、効果的な栽培漁業の推進にあたっては、種苗生産施設等のハード面と種苗生産

技術等のソフト面のバランスの取れた運営が不可欠である。このため、施設の改修や運

営に当たっては ICT の導入を図り、施設運営の省人・省力化とコストの削減を図る。 

 

（６）放流の効果の把握と生物多様性の保全への配慮 

 地区ごとの漁獲量調査や市場における放流魚の混入調査等により、漁業生産面におけ
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る種苗放流の効果を把握するとともに、DNA 情報を用いて種苗生産に用いられた親魚と

漁獲物の親子関係を判別する技術を活用することにより、種苗放流の再生産への寄与を

検証し、放流計画に反映させる。また、種苗放流の実施に当たっては、天然の海域に大量

の人工種苗を放流することによる遺伝的な攪乱のリスクを低減するため、国及び機構が

作成した「人工種苗放流に係る遺伝的多様性への影響リスクを低減するための技術的な

指針」を種苗生産の現場へ普及するとともに、放流された種苗と在来魚種の間における

捕食－被食関係や競争関係を通じた周辺の生態系への影響にも配慮し、生物多様性の保

全との両立に努める。 

 

（７）栽培漁業に関する国民の理解の醸成と普及 

 栽培漁業の国民への啓発及び普及に取り組む。特に、遊漁関係者と連携して遊漁にお

ける栽培漁業対象種の採捕量の情報収集の強化に努めるとともに、種苗放流の効果につ

いての積極的な情報提供により、遊漁者や遊漁船業者等を含む幅広い関係者への栽培漁

業に対する理解の醸成を図る。さらに、水産資源の動態の解明における栽培漁業が果た

す学術的な貢献について、パンフレット等の資料の作成・配布を通じてわかりやすく示

すことや、初等中等教育の現場との連携を通じて、水産資源の持続的な利用やそれを取

り巻く水域環境の保全の重要性に対する理解の増進等に取り組む。 

 

（８）種苗放流と種苗の育成の場の整備との連携の推進 

 種苗放流の効果を高めるためにも、引き続き、放流された種苗の育成場である藻場、干

潟等の保全や回復のための漁場整備、水産生物の増殖や生育に配慮した漁港施設の整備

及び漁業者や地域住民等が取り組む海岸清掃等の活動と種苗放流の連携の推進に努める。 

 

（９）東日本大震災からの復興 

東日本大震災により被害を受けた東北地方太平洋側において、復旧した種苗生産施設

を活用し、震災後の沿岸生態系や水産資源の状況に合わせた効果的な栽培漁業の実施に

取り組む。また、被災地における漁獲物の安定的な生産・供給に資するよう、他海域の種

苗生産施設からの種苗の導入等により放流尾数を確保する。 

 

（10）主な栽培漁業対象種の漁獲動向の見通し 

本基本方針に基づく取組の推進による、令和８年度における各栽培漁業対象種の漁獲

量の見通しについては、各種・系群の資源評価結果に基づくものとする。 

 

第２ 水産動物の種苗の生産及び放流並びに水産動物の育成に係る技術の開発に関する事項 

 

（１）栽培漁業の推進のための技術開発の推進 

 放流種苗の生残率の向上のために、種苗放流の対象種について、その系群ごとに放流

適地、生産コスト及び放流効果から見て最適な放流サイズ及び放流尾数の把握等に取り
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組むとともに、種苗生産から放流、さらには未成魚の混獲防止等の一連の技術開発を一

体的に行うよう努める。また、消費者ニーズが高く、漁業者からの大量種苗生産技術の開

発に対する要望が強い、新たな栽培漁業対象種の技術開発に取り組む。 

 種苗生産等における減耗を防止するための技術開発に取り組み、種苗生産及び中間育

成の現場においては、減耗を未然に防止できるよう、開発された技術を活用して、適切な

飼育管理の徹底に取り組む。 

 また、種苗生産技術の開発・改良にあたっては、積極的に ICT の導入に努め、作業の

自動化や省人・省力化を図ることも重要である。 

 放流尾数や放流サイズ等の種苗放流の実態や漁獲物への放流種苗由来の個体の混獲状

況の把握に努め、資源評価における種苗放流の効果を定量的に評価するとともに、効果

的な栽培漁業のあり方の検討に資するよう調査の拡充や手法の高度化に努める。 

 

（２）環境変化に適応した栽培漁業の実施等のための技術開発の推進 

 地球温暖化や貧栄養化等により沿岸域の環境が変化する中で、栽培漁業を環境変化に

適応させながら実施していくため、新規栽培漁業対象種の探索や対象種の転換、種苗放

流手法の見直し等必要な技術開発に努める。また、近年、資源の減少が顕著な二枚貝の増

殖のための技術の開発に取り組む。これらを含め、栽培漁業に関する技術開発において

は、対象種について、稚仔魚等の生理・生態、餌料、生息環境等の基礎的な知見の充実を

図る。 

 

（３）技術の維持と継承 

 栽培漁業の技術については、種苗生産や種苗放流が漁業者等によって実施されている

魚種を含め、種苗生産や中間育成、放流の実施状況等について情報を収集し、各種技術が

種苗生産現場等で適切に利用されるように努めるとともに、疾病等の問題を迅速に解決

できる体制の整備に取り組む。また、生産技術者が高齢化する一方で後継者が育ってい

ない状況を踏まえ、関係都道府県間で連携し、計画的な人材確保と種苗生産技術及び放

流技術の継承に努める。さらに、種苗放流の実施が資源管理上有効であると認められた

魚種においては、漁獲管理への移行後、環境変動等により資源が急激に悪化した場合に

備え、種苗放流の再開も視野に入れた対応を行うためには技術の確保が重要であること

から、既往技術の体系的なマニュアル化や普及・啓発、技術研修の機会を設ける等の取組

を進める。 

 

（４）栽培漁業技術の展開 

 これまでに栽培漁業に関して開発されてきた親魚養成、種苗生産、疾病防除等の技術

については養殖業に、標識技術や標識放流を活用した生息域の把握、生残率の推定等の

技術については漁獲管理等に、それぞれ応用されるよう、その改良や普及を図るととも

に、栽培漁業と他の水産分野で活用できる横断的な技術開発に努める。 
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（５）遺伝子組換え生物等の取扱い 

 外来遺伝子の導入による品種の開発及び種苗放流については、遺伝子組換え生物等の

使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（平成 15 年法律第 97 号。以下「カ

ルタヘナ法」という。）等に基づいて適正に実施する。また、ゲノム編集技術の利用によ

り得られた生物であってカルタヘナ法に規定された遺伝子組換え生物等に該当しない生

物及び胚の操作により開発された品種等であって遺伝子組換え技術及びゲノム編集技術

を利用していないものについては、後世代の資源増大への寄与が明確ではないことから、

種苗放流は行わない。 

 

（６）外来生物の導入 

栽培漁業への外来生物の導入については、生態系に及ぼす影響が明確でないことから、

行わない。 

 

（７）機構の役割 

 機構は、栽培漁業を推進するために必要な技術の開発に取り組み、必要に応じて都道

府県の試験研究機関等との共同研究を行うとともに、開発した技術の普及及び指導を行

う。また、疾病の発生等の技術的課題が発生した場合には、必要に応じ関係機関に対して

技術的な指導及び助言を行う。 

 

 

第３ その他水産動物の種苗の生産及び放流並びに水産動物の育成に関する重要事項 

 

（１）関係機関の連携 

 環境変化に対応しながら栽培漁業を効率的かつ計画的に推進するため、国は栽培漁業

の基本方針を策定し、機構は栽培漁業に関する技術開発、主な栽培対象種の資源評価並

びに指導及び助言を行い、豊かな海づくり協会は国や機構と連携を取りながら、都道府

県間の連携及び調整、情報の収集及び提供等による栽培漁業の普及の促進を行う。これ

らにより、国、機構及び豊かな海づくり協会は、全体の方向付け、進行管理及び都道府県

間の連携を推進するための調整を行う。また、都道府県は基本方針に調和した基本計画

を策定するとともに、都道府県下の関係者と一体となって、種苗の生産、放流、育成、種

苗放流効果の検証等を行い、効果的な栽培漁業を実施する。 

 

（２）都道府県栽培漁業協会等の連携体制の強化 

 栽培漁業を効率的に推進するため、豊かな海づくり協会を事務局とする海域栽培漁業

推進協議会全国連絡会議の下で、都道府県、都道府県の栽培漁業協会その他の栽培漁業

の推進団体は、栽培漁業の技術及び情報の交換、人材の交流等を推進する。また、資源評

価結果を踏まえ、遺伝的多様性をはじめとする生物多様性の保全に配慮しながら効率的
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かつ効果的な栽培漁業の推進体制の構築に努めるとともに、各海域ごとに設置された海

域協議会の下で種苗の生産、放流、育成、放流効果の検証等において連携を強化する。 

 

（３）基本方針の期間等 

 本基本方針の期間は、令和４年度から令和８年度までとする。 
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水産動物の種苗の生産及び放流並びに水産動物の育成に関する基本計画 

（第７次福岡県栽培漁業基本計画） 

 

本県は三方を豊かな海に囲まれ、内には国内有数の河川を有するなど水産業の基盤

として大変恵まれた条件を有しており、それぞれの漁場で特色ある水産物が生産され

る一方で、水産資源の減少や魚価の低迷などにより漁業経営は厳しい状況にある。 

このため、県では、平成 25 年３月に福岡県水産振興基本計画を策定し、漁場の生

産力を高め、漁獲の安定を図るため、漁場づくりや資源管理とともに、栽培漁業を重

要な施策に位置づけている。 

栽培漁業は、水産動物の最も減耗の激しい卵から幼稚仔の時期を人間の管理下にお

いて種苗を生産し、天然の水域へ放流した上で適切な管理を行い、対象とする水産動

物の持続的利用を図るものである。本県では、公益財団法人ふくおか豊かな海づくり

協会、市町、漁業協同組合、漁業者等による確固たる協力体制のもと栽培漁業を推進

している。 

今後も栽培漁業を一層計画的かつ効率的に推進するため、沿岸漁場整備開発法に基

づき、平成 33 年度を目標年度として、本計画を策定する。 

 

１ 水産動物の種苗の生産及び放流並びに水産動物の育成に関する指針 

（１）効率的かつ効果的な栽培漁業の推進 

種苗放流において、地域の実情や海域特性を踏まえ、漁獲量に有意な変化を見込

める規模を確保するとともに、対象種の重点化、放流適地への集中化に取り組む。

さらに、従来の一代回収型栽培漁業を発展させ、栽培漁業の対象となる水産動物の

資源の維持・増大を図るため、成長した種苗を漁獲対象とするのみならず、その一

部を獲り残すことによって親魚として再生産にも寄与する資源造成型栽培漁業の

取組を推進する。 

なお、種苗の放流及び育成に当たっては、沿岸における漁業操業、公共事業の計

画及びその実施、船舶の航行等についても十分配慮し実施する。 

一方、本県における種苗生産の中核的施設である県栽培漁業センターの老朽化に

伴い、種苗生産能力の低下が懸念されることから、施設の計画的な補修及び更新に

努めるとともに、放流に必要な種苗を適切に確保するため、他県の種苗生産施設な

どと連携し、効率的な種苗生産体制の構築に取り組む。 

（２）資源管理との連携強化や種苗の育成の場の整備の推進 

資源造成型栽培漁業の実現のため、小型個体や産卵親魚の保護などの資源管理と

種苗放流の一体的な取組を推進する。また、放流された種苗の育成場である藻場や

干潟等の保全や回復を図るため、漁場の整備や漁港施設の有効活用、漁業者が取り

組む植食性動物の除去などの活動を推進する。 

（３）広域種の種苗放流体制の構築 

本県の区域を越えて回遊し漁獲されるクルマエビやトラフグ等の広域種につい

ては、関係機関が、その分布する海域の中で最も放流効果の高い適地への集中的な

種苗放流や、受益に見合った費用負担を検討するなど、広域的な連携体制の構築に

努める。 
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（４）生物多様性の保全への配慮 

国及び国立研究開発法人水産総合研究センターが作成した遺伝的多様性への影

響リスクを低減するための技術的な指針に基づき、健全な種苗の放流に取り組むと

ともに、ウィルス性疾病等の発生及びまん延の防除に努める。 

（５）栽培漁業に関する県民の理解の醸成と普及 

  栽培漁業は、水産物の安定供給の機能に加えて、水産物の供給による健康の増進、

自然環境の保全、地域社会の形成及び維持等の多面的な機能を有していることにつ

いて、県民への普及及び啓発に取り組む。 

 

２ 種苗の生産及び放流又はその育成を推進することが適当な水産動物の種類 

本県における種苗の生産及び放流又はその育成を推進することが適当な水産動物

の種類は、次のとおりとする。 

 魚 類 トラフグ 

 甲殻類 クルマエビ、ヨシエビ、ガザミ 

 貝 類 クロアワビ、アサリ 

 棘皮類 アカウニ 

 

３ 水産動物の種類ごとの種苗の放流数量の目標 

平成 33 年度において、本計画２で定めた水産動物の種類ごとの種苗放流数量及び

放流時の大きさは次のとおりとする。 

水産動物の種類 放流数量 放流時の大きさ 

トラフグ 

クルマエビ 

ヨシエビ 

ガザミ 

クロアワビ 

アカウニ 

50 万尾   

700 万尾   

500 万尾   

180 万尾   

60 万個   

25 万個   

全長 70 ミリメートル 

全長 30 ミリメートル 

全長 30 ミリメートル 

全甲幅 10 ミリメートル 

殻長 30 ミリメートル 

殻長 20 ミリメートル 

なお、アサリの目標数量は、技術開発の成果を踏まえ検討する。 

 

４ 特定水産動物育成事業に関する事項 

県は、本計画２で定めた水産動物のうち、経済効果が明らかな魚種については、必

要に応じ、特定水産物育成事業における育成水面制度を活用するよう努める。 

 

５ 水産動物の種苗生産及び放流並びに水産動物の育成に関する技術の開発に関す

る事項 

（１）種苗生産の技術水準の目標 

平成33年度において、栽培漁業センターの種苗生産の目標は次のとおりとする。 
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水産動物の種類 １立方メートル当た

りの生産数量 

大きさ 

トラフグ 

クルマエビ・ヨシエビ 

ガザミ 

クロアワビ 

アカウニ 

2,000 尾   

10,000 尾   

3,000 尾   

5,000 個   

4,000 個   

全 長 30 ミリメートル 

全 長 15 ミリメートル 

全甲幅５ミリメートル 

殻 長 30 ミリメートル 

殻 径 20 ミリメートル 

（２）効率的かつ効果的な栽培漁業の推進のための技術開発の推進 

種苗放流の対象種について、遺伝的多様性を備えた健全な種苗を安定的に低コス

トで生産する技術の開発や、疾病等の発生及びまん延防止のための技術開発に取り

組む。 

さらに、対象種の放流適地や最適な放流サイズ等の把握に取り組むとともに、種

苗生産や放流、さらには育成にかかる技術開発を一体的に行うよう努める。 

また、近年、資源の減少が顕著なアサリなど二枚貝の増殖のための技術開発に取

り組む。 

（３）種苗生産や放流にかかる技術の承継 

県は、水産動物の種苗生産や中間育成、放流の実施状況を把握するとともに、栽

培漁業を担う人材の計画的な確保と種苗生産技術及び放流技術の継承に努める。 

（４）遺伝子組換え生物や外来生物等の取扱い 

  遺伝子を直接操作することや胚を操作することによる新たな品種の開発及び種

苗放流については、水産庁長官の確認を得て行う試験的な取組を除き行わない。ま

た、栽培漁業への外来生物の導入については、生態系に及ぼす影響が明確でないこ

とから行わない。 

（５）技術開発水準の到達すべき段階 

魚種名 基準年における

平均的技術開発

段階 

目標年における

技術開発段階 

事業実施期段階に到

達した魚種の技術的

課題 

トラフグ Ｅ Ｆ － 

クルマエビ Ｆ Ｆ 生産体制の効率化 

放流効果の向上 

ヨシエビ Ｆ Ｆ 早期生産体制の検討 

ガザミ Ｆ Ｆ 生産性の向上 

クロアワビ Ｆ Ｆ 防疫対策 

生産性の向上 

アサリ Ｃ Ｄ － 

アカウニ Ｆ Ｆ 生産性の向上 

 

備考 上記の符号は、技術開発の段階を次のとおりの分類で表したものである。 

Ａ 新技術開発期  種苗生産の基礎技術開発を行う。 
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Ｂ 量産技術開発期 種苗生産の可能な種類について量産技術の開発を行う。 

Ｃ 放流技術開発期 種苗量産技術の改良を行うとともに、放流効果を得る上で

最も適した時期、場所、サイズ、手法の検討を行う。 

Ｄ 事業化検討期  対象種の資源量、加入量を把握し、資源に応じた放流数量

を検討するとともに、受益の範囲と程度を把握する。 

Ｅ 事業実証期   種苗の生産・放流体制を整備した上で、放流効果を実証し、

経費の低減を図るとともに、効果に応じた経費の負担配分

を検討する。 

Ｆ 事業実施期   持続的な栽培漁業が成立する。 

 

６ 水産動物の放流後の成育、分布及び採捕に係る調査に関する事項 

栽培漁業の実施主体は、県水産海洋技術センターや市町等と連携し、成育状況、

分布回遊状況、漁獲状況等の調査を実施し、水産動物の放流後の増殖効果の把握に

努める。 

 

７ その他水産動物の種苗の生産及び放流並びに水産動物の育成に関し必要な事項 

  県や公益財団法人ふくおか豊かな海づくり協会、市町、漁業協同組合、漁業者等

は、本県における栽培漁業を効率的かつ効果的に推進していくため、相互に緊密な

連携に努める。 

とくに、公益財団法人ふくおか豊かな海づくり協会は、計画的かつ安定的に種苗

の生産や配布を行う等、本県の栽培漁業の中心的な役割を担っており、今後もその

役割を担う。 

また、広域種の種苗放流体制の推進を図るため、県や公益財団法人ふくおか豊か

な海づくり協会等は、各海域栽培漁業推進協議会及び栽培漁業推進協議会全国連絡

会議との連携を強化する。 
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山口、福岡両県いかつり漁業に関する覚書(案) 

 
 山口、福岡両県の沖合海域におけるいかつり漁業の操業調整について覚書を交わし、両県いか

つり漁業者の円滑な操業を図ろうとするものである。 
 
１ 目 的 

 この覚書は山口、福岡県における許可等の適用海域で操業するいかつり漁業者が、それぞれ

の漁業調整規則、委員会指示あるいは許可方針等の諸規制を遵守し、秩序ある操業を確立する

ことを目的とする。 
 
２ 基 線 

 この覚書に定める海域を表示する基線は、次のとおりとする。 
（１）Ａ 線 

 北緯 34 度２分 37.7 秒、東経 130 度 47 分 56.5 秒（日本測地系：北緯 34 度２分 26 秒、

東経 130 度 48 分５秒）の点（旧第２灯浮標）と福岡県宗像市沖ノ島東端とを結ぶ線のうち、

Ｂ線と交わる点（以下、「Ａ点」という。）以東の線 
 
（２）Ｂ 線 

 福岡県宮若市犬鳴山山頂と福岡県宗像市地ノ島西端とを結ぶ線の延長線のうち、Ａ点以北

の線 
 
（３）Ｃ 線 

 北緯 34 度２分 37.7 秒、東経 130 度 47 分 56.5 秒の点（旧第２灯浮標）と福岡県宗像市沖

ノ島東端とを結ぶ線のうち、Ａ点以西の線 
 
（４）Ｄ 線 

 福岡県宗像市沖ノ島北端と長崎県対馬市長崎鼻とを結ぶ線のうち、Ｅ線と交わる点（以下、

「Ｂ点」という。）以東の線 
 
（５）Ｅ 線 

  次のイ、ロを結ぶ線の延長線のうちＢ点以北の線 
 
  イ 長崎県対馬市対馬黒島灯台と福岡県宗像市沖ノ島灯台とを結ぶ線の中間点 
  ロ 長崎県対馬市舌埼灯台と福岡県宗像市沖ノ島灯台とを結ぶ線の中間点 
 
３ 許可等の適用海域 

 いかつり漁業の許可等にかかる両県知事の適用海域は、それぞれ次のとおりとする。ただし、

両県適用海域が重複する海域は共通海域とし、４の共通海域の取扱いに基づき処理するものと

する。
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資　　料　　３
（２２期２７回筑前漁調委）

（令和６年２月１３日）



（１）山口県 
 Ａ線、Ｃ線、Ｄ線及びＥ線の以東、以北の海域とする。ただし、福岡県宗像市沖ノ島の最

大高潮時海岸線から３海里以内の海域を除く。 
 
（２）福岡県 

 Ａ線及びＢ線の以西、以南の海域とする。 
 
４ 共通海域の取扱い 

（１）集魚灯に使用できる電球の総設備容量の上限は、45 キロワットとする。ただし、山口県

知事の許可を得た小型いかつり漁船がいかつり漁業の禁止区域（漁業の許可及び取締り等に 
関する省令（昭和 38 年農林省令第５号）第 23 条別表第４のいか釣り漁業に係る禁止区域） 
以外の海域で操業する場合は、この限りではない。 

 
（２）山口、福岡両県のいかつり漁船の光力差により操業上の問題が生じた際は、両県は船間距

離等の具体的な対策について誠意をもって協議を行うものとする。 
 
（３）取り締まりは両県で協調しながら行うものとし、その取り決めについては別途協議の上、

定めるものとする。 
 
５ 有効期間 

令和６年４月 1 日  令和７年３月３１日 

 この覚書の有効期間は、令和５年４月１日から令和６年３月３１日までとする。 
 

 
 以上のとおり双方の意見の一致を見たので、本書２通を作成の上、両県でそれぞれ保有する。 

 
令和６年２月１６日 

 令和５年３月２３日 
                                

山口県農林水産部水産振興課長   澁谷 賢司 
                    
                   秋本 恒基 
福岡県農林水産部水産局漁業管理課長  上妻 智行   
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付  帯  事  項 
令和６年２月１６日 

 令和５年３月２３日に締結された「山口、福岡両県いかつり漁業に関する覚書」４の共通海域

の取扱い（３）に基づき、共通海域における漁業取り締まりに関する付帯事項として次のことを

定める。 
 
１ 共通海域の取り締まりは、山口県及び福岡県が行う。 
 
２ 山口県及び福岡県の漁業者には、所属県の漁業に関する関係法令を適用し、違反者は所属県

が処理する（事件引継を含む）。 
 
３ 山口、福岡以外の県の漁業者には、取り締まり県の漁業に関する関係法令を適用し、違反者

は取り締まり県が処理する。 
 ただし、山口、福岡いずれかの県の許可を受けた漁業者には、許可県の関係法令を適用し、

違反者は許可県が処理する（事件引継を含む）。 
 
 

令和６年２月１６日 
令和５年３月２３日 

                                 
山口県農林水産部水産振興課長   澁谷 賢司 
 
                   秋本 恒基 
福岡県農林水産部水産局漁業管理課長  上妻 智行 
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資　　料　　４
（２２期２７回筑前漁調委）

（令和６年２月１３日）
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資　　料　　５
（２２期２７回筑前漁調委）

（令和６年２月１３日）



公印省略 
    ５漁管第１５４６号 

令和６年１月２５日 
 
 

筑前海区漁業調整委員会 
 会 長 冨重 信一 殿 
 
 

福岡県農林水産部水産局漁業管理課長   
                 （ 漁 業 調 整 係 ） 
 

海面利用協議会の結果について（報告） 
 
 

令和６年１月１６日に令和５年度福岡県海面利用筑前地区協議会を開催いた

しましたので、協議の結果について別紙のとおり報告します。 
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資　　料　　６
（２２期２７回筑前漁調委）

（令和６年２月１３日）



令和５年度福岡県海面利用筑前地区協議会（要旨） 
 
１ 開催日時  令和６年１月１６日（火） １４：００～１５：００ 
 
２ 出席者名  別紙のとおり 
 
３ 意見要旨 

１）会長の選任 

 学識代表である濵田委員（元水産海洋技術センター長）が選任された。 
 
２）小型定置網の保護区域拡大について 

（漁業者代表） 
・指示（案）について特段意見なし。 
・漁業者に対し、小型定置網の漁具や保護区域の標識を徹底するよう指導して

ほしい。 
・釣り具店、マリーナ、マリンショップなどにチラシを配布し、プレジャー、

サップ、カヌー、ゴムボートなどを使用する者に対しても周知を徹底して

ほしい。 
・看板を設置してもどこに看板があるかわからないと言われたらそれまで。

チラシ配布など地道な方法しかないと思う。 
 （遊漁者代表） 

・指示（案）について特段意見なし。 
・定置網の位置がわからないので緯度経度値を公表も検討してほしい。 
・チラシによる周知のほか、定置網の近くに看板設置も検討されたい。 
・プレジャーの人は５年に１回の免許講習があるので、その際に周知する方法

もある。 
（県） 
・ＨＰなどを活用し、釣具店などの関係機関に対し周知を徹底する。 
・漁協から定置網の緯度経度値を提供いただければＨＰ上で公表することは可能。 
・予算の関係もあるので看板設置はすぐに対応できないが、引き続き検討。 
・漁協や釣具店など関係機関に対し周知の協力を依頼する。 

  
３）定置網の保護区域設定について 

 （漁業者代表） 
・指示（案）について特段意見なし。 
・新規事業のため、漁協からも漁業者に対し標識設置の徹底を指導している。 
・釣具店やマリーナなどに周知を徹底してほしい。 

 （遊漁者代表） 
・指示（案）について特段意見なし。 
・県がチラシを作成すれば、自団体への加盟者に周知は可能。 

 （県） 
・ＨＰなどを活用し、釣具店などの関係機関に対し周知を徹底する。 

漁調委資料 
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令和５年度福岡県海面利用筑前地区協議会議事次第 

 

 

                開催日時 令和６年１月１６日（火） 

                     １４：００～ 

 

               開催場所 福岡県庁北棟４階漁業調整委員会室 

 

１ 開  会 

 

２ 挨  拶 

 

３ 委員紹介 

 

４ 協  議 

 

議題 

 （１）会長の選任（資料１） 

 

 （２）小型定置網の保護区域拡大について（資料２） 

 

 （３）定置網の保護区域設定について（資料３） 
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【資料１】

福岡県海面利用協議会・地区協議会設置要綱

平成２３年４月５日制定

（目 的）

第１条 海面における漁業と遊漁、及び海洋性レクリエーションとの紛争の予防及び

調整・解決を促進し、海面の円滑な利用を図ることを目的として、福岡県海面利用

協議会（以下「県協議会」という。）を設置する。

２ 前項の目的のため、地区毎に必要があると認められる課題がある場合には、その

地区（以下「該当地区」という。）に福岡県海面利用地区協議会（以下「地区協議

会」という）を設置する。

（協議会の業務）

第２条 県協議会の業務は次のとおりとする。

（１）漁業と遊漁、海洋性レクリエーションとの海面利用調整に関する事項について

調査、検討を行うこと。

（２）各海区漁業調整委員会（以下「海区漁業調整委員会」という。）からの求めに

応じて、広域的な海面における漁業と遊漁、海洋性レクリエーションとの調整に

関する事項について調査、検討を行うこと。

（３）前各号に定める事項のほか、海面における漁業と遊漁との調整に関する事項そ

の他海面における遊漁に関する事項について、海区漁業調整委員会に意見を述べ

ること（ただし、地区協議会が該当地区の所属する海区漁業調整委員会に意見を

述べる場合はこの限りでない。）。

２ 地区協議会の業務は次のとおりとする。

（１）該当地区の海面における漁業と遊漁、海洋性レクリエーションとの調整に関す

る事項について調査、検討を行うこと。

（２）海区漁業調整委員会からの求めに応じて、地域限定的な海面における漁業と遊

漁、海洋性レクリエーションとの調整に関する事項について調査、検討を行うこ

と。

（３）該当地区の海面における漁業と遊漁、海洋性レクリエーションとの調整に関す

る事項について、県協議会または、当該地区の所属する海区漁業調整委員会に意

見を述べること。

-1-
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（組 織）

第３条 県協議会は、次に掲げる職にある者の中から知事が選任した委員をもって組

織する。

（１）県内の漁業協同組合連合会代表理事会長

（２）原則として、県内に住所を有する遊漁関係団体の代表者

（３）原則として、県内に住所を有する海洋性レクリエーション関係団体の代表者

（４）学識経験を有すると認められる者

（５）その他知事が必要と認める者

２ 地区協議会は、地区の課題に応じるため次に掲げる職にある者の中から知事が選

任した委員をもって構成する。

（１）該当地区内における漁業協同組合の代表理事組合長（支所長理事、地区代表理

事を含む）または漁業者代表

（２）原則として、該当地区内に住所を有する遊漁関係団体の代表者

（３）原則として、該当地区内に住所を有する海洋性レクリエーション関係団体の代

表者

（４）学識経験を有すると認められる者

（５）その他知事が必要と認める者

３ それぞれの委員の定数は、予算の範囲内で、知事が別に定める。

４ 県協議会及び地区協議会（以下これらをあわせて「協議会」という。）に、それ

ぞれ会長を置く。

５ それぞれの会長は、第１項（４）及び第２項（４）に該当する委員の中から互選

する。

６ 知事は、特別の事由があるときは、委員を解任することができる。

（任 期）

第４条 それぞれの委員の任期は、委嘱の日の属する年度限りとする。

（協議会の運営）

第５条 協議会は、必要に応じて知事が招集する。

２ 協議会の会議は、会長が議長を務めるものとする。

３ 会議の傍聴は、その運営に支障のある場合を除き、これを妨げない。

４ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名した委

員が会議における会長の職務を代行する。

-2-
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（事務局）

第６条 協議会の事務局は、福岡県農林水産部水産局漁業管理課に置く。

（雑則）

第７条 協議会は、その会議を経て、その職務の遂行に関して必要な事項を定めるこ

とができる。

附 則

この要綱は平成２３年４月５日から施行する。

-3-

-6-



議題（２）小型定置網の保護区域拡大について 

 

１．筑前海区の定置網の種類について 

 

福岡県筑前海区の例 

種類 網を設置する水深 制度上の分類※ 操業水域 細分類 

小型定置網 
水深２７メートル

以浅 

共同漁業権 

許可漁業 
筑前海区沿岸 

落網 

ます網 等 

定置網 
水深２７メートル

以深 
定置漁業権 

小呂島地先 

(Ｒ６春以降) 
底建網 

 ※共同漁業権：知事が免許し、漁協に所属する組合員が操業 

  許 可 漁 業：知事が許可し、漁業者個人もしくは漁協自らが操業 

  定置漁業権：知事が免許し、漁業者団体が操業 

               落網（例） 

 

                            落網以外（ます網）（例）  

資料２ 

身網 

身網 

-1-
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２．小型定置網の保護区域設定の経過 

  

昭和２７年 委員会指示※ 

 以下の漁業の周辺は、下記の範囲において他の漁業を操業してはならない。 
 落網     身網の周辺 １００メートル 垣網の前面 ５００メートル 
 桝網その他  身網の周辺  ５０メートル 垣網の前面 １００メートル 
 
昭和３２年 委員会指示 

 ごち網漁業、（略）は姫島漁協の経営にかかる「ぶり落網漁業」保護のた

め、次の区域内で操業してはならない。 

  落網の前面 1,000 メートル 

  落網の後面  500 メートル 

  沖合     500 メートル 

 

平成 11 年 委員会指示 （指示期間：３年） 

 次の（１）及び（２）で示した小型定置網漁業の操業保護区域においては、

当該小型定置網漁業によるものをのぞき、水産動植物を採捕してはならない。 

（１）落網（登網を持つ小型定置網） 

（２）落網以外の小型定置網 

落網（姫島地先以外）    落網（姫島地先）      落網以外の小型定置網 

 

平成 11 年の委員会指示の内容を検討する際、海面利用協議会と協議。 

 

平成 11 年以降、３～５年毎に同じ内容で委員会指示を更新 

 

現行の委員会指示は上記と同じ内容 

指示期間は令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 

※委員会指示は別紙２－１を参照 

 

垣網

（道網）

囲網
（身網）

登網箱網

周辺１００ｍ

後面１００ｍ 前面５００ｍ

垣網
（道網）

囲網
（身網）

登網箱網

周辺３００ｍ

前面５００ｍ後面３００ｍ

囲網
（身網）

周辺５０ｍ

後面１００ｍ 前面１００ｍ

袋網

垣網
（道網）

-2-
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３．近年の小型定置網の状況 

 

 ・ 近年、マリンレジャーの多様化や道具の改良により、「落網以外の小型

定置網」周辺で水産動植物の採捕事案が多発。 

    令和５年度の事例（資料２－２、２－３参照） 

     ・ 小型定置網の近くで釣り（一般からの通報） 

     ・ 小型定置網とプレジャーボートが接触し、プロペラにより、網

を破損 

     ・ ゴムボートを使用し、小型定置網の近くで場所で釣り（漁業者

が現認し、口頭注意） 

     ・ 保護区域外からルアーを投げて小型定置網の周辺にて釣りを

し、アンカーロープを破損。 

・ ゴムボートと垣網をつないで釣り行為。 

 ・ 沿岸漁業と遊漁の円満な関係構築及び双方の漁具被害の抑制を図るた

め、「落網以外の小型定置網」の保護区域拡大、水産動植物の採捕行為

を制限検討中。  
委員会指示改正案 

  ※ 「落網」の身網、垣網の規制範囲は現行のまま 

 指示発出時期 令和６年春～夏頃 
 
県の対応（案） 

 ・小型定置網マップ（資料２－４）や指示内容をＨＰに掲示。 
 ・釣り具店、マリーナなど関係機関に周知依頼（チラシ配布）。 
 ・漁協に対し、小型定置漁具への標識を指導、保護区域目印設置を要請。 
 ・悪質な場合は取締対応。 
 

 改正案 現行 
落網 

（姫島以外） 
落網 

（姫島） 
落網以外 落網 

（姫島以外） 
落網 

（姫島） 
落網以外 

身網周辺 100 ｍ 300 ｍ 100 ｍ 100 ｍ 300 ｍ 50 ｍ 

垣網（前面） 500 ｍ 500 ｍ 200 ｍ 500 ｍ 500 ｍ 100 ｍ 

垣網（後面） 100 ｍ 300 ｍ 200 ｍ 100 ｍ 300 ｍ 100 ｍ 

制限内容 
水産動植物の採捕（採捕行為含

む）禁止（漁業権者、許可漁業者

の同意がある場合を除く。） 
水産動植物の採捕禁止 
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議題（３）定置網の保護区域設定について 

 
 ・ 令和５年９月１日付で、福岡市西区小呂島周辺に定置漁業権※を免許。 

   ※水深 27 メートル以深に網を設置 

 ・ 定置漁業権は福岡県内では初の事例。漁具はＲ６春以降に設置見込み。 

 ・ 小呂島では燃油高騰による漁業経営への影響や若年者の都市部への流出

が大きな課題となっているが、定置網により小呂島の産業振興、若年者

雇用の創出・維持が期待される。 

 ・ 一方、定置漁業権に係る定置漁業には小型定置網のような保護区域が設

定されていないため、漁具周辺での他種漁業もしくは遊漁とのトラブル

を懸念。 

 ・ これらのトラブルのほか双方の漁具被害の抑制を図るため、定置網漁業

においても保護区域を設定し、水産動植物の採捕行為を制限することを

検討中。 

 

 

委員会指示案（別紙概要図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指示発出時期 令和６年春～夏頃 

 

県の対応（案） 

 ・定置網の位置や指示内容をＨＰに掲示。 
 ・釣り具店、マリーナなど関係機関に周知依頼（チラシ配布）。 
 ・漁業権者に対し、定置漁具への標識を指導、保護区域目印設置を要請。 
 ・悪質な場合は取締対応。 
  

 委員会指示案 
身網周辺 ３００ｍ 

垣網（前面） ３００ｍ 
垣網（後面） ３００ｍ 
制限内容 水産動植物の採捕 

（採捕行為含む）禁止 
（漁業権者の同意があ

る場合除く） 

資料３ 
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概要図 

 
 
 
定置漁業権連絡図 

 
※赤枠内に設置される定置網の周辺における水産動植物の採捕規制。 

 赤枠内全体に採捕規制をかけるものではない。 

：保護区域

約200m

約300m

約50m約300m

道網

箱網

約300ｍ 約300ｍ
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小型定置網の保護区域拡大に係る委員会指示の改廃について 

漁業管理課 

【定置網の制度上の分類】 

 

福岡県筑前海区の例 

種類 網を設置する水深 制度上の分類※ 操業水域 細分類 

小型定置網 
水深２７メートル

未満 

共同漁業権 

許可漁業 
筑前海区沿岸 

落網 

ます網 等 

定置網 
水深２７メートル

以上 
定置漁業権 

小呂島地先 

(Ｒ６春以降) 
底建網 

 ※共同漁業権：知事が免許し、漁協に所属する組合員が操業 

  許 可 漁 業：知事が許可し、漁業者個人もしくは漁協自らが操業 

  定置漁業権：知事が免許し、漁業者団体が操業 

               落網（例） 

 

                            落網以外（ます網）（例）  

身網 

身網 

-1-

資　　料　　７
（２２期２７回筑前漁調委）

（令和６年２月１３日）



 

【委員会指示の経過】 

 昭和 27 年     小型定置網周辺において漁業禁止 

 昭和 32 年     姫島の落網の保護区域を拡大 

 平成 11 年     「漁業禁止」を「水産動植物の採捕禁止」と改正 

          以降、３～５年毎に同様の内容で指示発出 

 令和４年４月１日 小型定置網の保護区域指示発動（指示第２００号） 

          （令和９年３月３１日まで有効） 

 令和５年９月６日 福岡県漁連が漁調委及び県に対し、「落網以外の小型定

置網」の保護区域拡大の要望書を提出 

     ９月～  関係漁業者聞き取り 

 令和６年１月 16 日 福岡県海面利用筑前地区協議会開催 

 

【落網以外の小型定置網周辺の状況（令和５年度）】 

・ 小型定置網の近くで釣り（一般からの通報） 

・ 小型定置網とプレジャーボートが接触し、プロペラにより、網を破損。 

・ ゴムボートを使用し、小型定置網の近くの場所で釣り。（漁業者が現認

し、口頭注意） 

・ 小型定置網の保護区域外からルアーを投げて、アンカーロープを破損。 

・ ゴムボートと垣網をつないで釣り行為。 

・ ４－７月の期間で 26 個のルアーが網やロープに引っかかる。 

 

【令和５年度海面利用筑前地区協議会での意見】 

 ◯ 県からの案（下線部が改正案） 

  

 ・指示内容について特段意見なし。 

 ・周知を徹底するよう要請あり。 

  

 改正案 現行 
落網 

（姫島以外） 
落網 

（姫島） 落網以外 落網 
（姫島以外） 

落網 
（姫島） 落網以外 

身網周辺 100 ｍ 300 ｍ 100 ｍ 100 ｍ 300 ｍ 50 ｍ 

垣網（前面） 500 ｍ 500 ｍ 200 ｍ 500 ｍ 500 ｍ 100 ｍ 

垣網（後面） 100 ｍ 300 ｍ 200 ｍ 100 ｍ 300 ｍ 100 ｍ 

制限内容 
水産動植物の採捕（採捕行為含

む）禁止（漁業権者、許可漁業

者の同意がある場合を除く。） 
水産動植物の採捕禁止 
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【指示発出に係る手続き】 

・指示第２００号は令和９年３月３１日まで有効 

・指示第２００号を廃止する文言を付記したうえで、改正案の内容での指示

発出を協議。（別紙案参照） 

 

【指示発出に係る県の対応（案）】 

・定置網マップや指示内容をＨＰに掲示。 

・釣り具店、マリーナなど関係機関に周知依頼（チラシ配布）。 

・漁協に対し、定置漁具への標識を指導、保護区域目印設置を要請。 

・悪質な場合は取締対応。 

 

【今後のスケジュール（案）】 

 令和６年２月     指示発出について協議 

     ３月     パブリックコメント 

     ４月     漁調委にパブリックコメントの内容を報告 

     ４月～５月末 周知文配布（関係機関への周知期間） 

     ６月１日   指示発動 
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 筑前海区漁業調整委員会指示第２００号 

漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１２０条第１項の規定に基づき、筑前

海区における小型定置網漁業の操業を保護するため、次のとおり指示する。ただ

し、試験研究機関等が調査研究のために水産動植物を採捕する場合は、この限り

ではない。 

 令和３年１１月２６日 

                             筑前海区漁業調整委員会会長  冨重 信一   

１ 指示の適用海域 

筑前海区海域 

２ 指示の内容 

    次の（１）及び（２）で示した小型定置網漁業の操業保護区域においては、

当該小型定置網漁業によるものを除き、水産動植物を採捕してはならない。 

    （１）落網（登網を持つ小型定置網） 

          垣網（道網）の前面５００メートル及び後面１００メートル並びにそ

の他の網部分の周辺１００メートル。ただし、姫島漁港東防波堤から

北東８００メートルの海面に設置される落網（姫島地先）については、

垣網（道網）の前面５００メートル及び後面３００メートル並びにそ

の他の網部分の周辺３００メートル。 

    （２）落網以外の小型定置網 

          垣網（道網）の前面１００メートル及び後面１００メートル並びにそ

の他の網部分の周辺５０メートル。 

３ 指示期間 

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 

小型定置網漁業の操業保護区域（参考） 

   落網（姫島地先以外）      落網（姫島地先）    落網以外の小型定置網 

  

垣網
（道網）

囲網
（身網）

登網箱網

周辺１００ｍ

後面１００ｍ 前面５００ｍ

垣網
（道網）

囲網
（身網）

登網箱網

周辺３００ｍ

前面５００ｍ後面３００ｍ

囲網
（身網）

周辺５０ｍ

後面１００ｍ 前面１００ｍ

袋網

垣網
（道網）
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 筑前海区漁業調整委員会指示第   号（案） 

漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１２０条第１項の規定に基づき、筑前

海区における小型定置網漁業の操業を保護するため、次のとおり指示する。ただ

し、試験研究機関等が調査研究のために水産動植物を採捕する場合は、この限り

ではない。 

なお、令和３年１１月２６日付け筑前海区漁業調整委員会指示第２００号は、

令和６年５月３１日をもって廃止する。 

 

 令和 年 月 日 

                             筑前海区漁業調整委員会会長  冨重 信一   

１ 指示の適用海域 

筑前海区海域 

２ 指示の内容 

    次の（１）及び（２）で示した小型定置網漁業の操業保護区域においては、

当該小型定置網漁業によるものを除き、水産動植物を採捕（採捕行為を含む）

してはならない。ただし、漁業権者及び許可漁業者の同意がある場合を除く。 

    （１）落網（登網を持つ小型定置網） 

          垣網（道網）の前面５００メートル及び後面１００メートル並びにそ

の他の網部分の周辺１００メートル。ただし、姫島漁港東防波堤から

北東８００メートルの海面に設置される落網（姫島地先）については、

垣網（道網）の前面５００メートル及び後面３００メートル並びにそ

の他の網部分の周辺３００メートル。 

    （２）落網以外の小型定置網 

          垣網（道網）の前面２００メートル及び後面２００メートル並びにそ

の他の網部分の周辺１００メートル。 

３ 指示期間 

令和６年６月１日から令和１１年５月３１日まで 

 

小型定置網漁業の操業保護区域（参考） 

 

 

落網（姫島地先以外）       落網（姫島地先）    落網以外の小型定置網 

垣網
（道網）

囲網
（身網）

登網箱網

周辺１００ｍ

後面１００ｍ 前面５００ｍ

垣網
（道網）

囲網
（身網）

登網箱網

周辺３００ｍ

前面５００ｍ後面３００ｍ

周辺100ｍ

後面200ｍ 前面200ｍ

垣網

（道網）

囲網

（身網）

袋網
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 筑前海区漁業調整委員会指示により、以下の定置網周辺内では、 

 釣り等による水産動植物の採捕が禁止されています。 

 違反した場合、一年以下の懲役又は50万円以下の罰金が科せら

れることがあります。 

（お問い合わせ先） 

福岡県庁 農林水産部 水産局 漁業管理課   TEL 092-643-3556 

※落網以外の小型定置網については令和６年５月31日までは 

  周辺50ｍ、前面後面100ｍ以内での水産動植物採捕が禁止です。 

  令和６年６月１日以降、上図のとおりとなります。 

-6-

(案)



定置網の保護区域設定に係る委員会指示について 

漁業管理課 

【経過】 

 ※Ｒ５以前まで福岡県海域では水深 27ｍ以深に網を設置する定置漁業権の実

績なし。 

 

 令和５年８月 30 日 福岡市漁協が漁調委及び県に対し、定置網の保護区域設

定の要望書を提出 

 令和５年９月１日 小呂島地先に定置漁業権免許 

          （漁業権者：小呂島定置網組合） 

          （漁業種類：底建網漁業） 

     ９月～  関係漁業者聞き取り 

 令和６年１月 16 日 福岡県海面利用筑前地区協議会開催 

 

【令和５年度海面利用筑前地区協議会での意見】 

 県からの案 

 

 

 

 

 

 

 

 ・指示内容について特段意見なし。 

 ・周知を徹底するよう要請あり。 

 

【指示発出に係る県の対応】 

 ・定置網マップや指示内容をＨＰに掲示。 

 ・釣り具店、マリーナなど関係機関に周知依頼（チラシ配布）。 

 ・漁協に対し、定置漁具への標識を指導、保護区域目印設置を要請。 

 ・悪質な場合は取締対応。 

 

【今後のスケジュール】 

 令和６年２月     委員会指示について協議 

     ３月     パブリックコメント 

     ４月     漁調委にパブリックコメントの内容を報告 

     ４月～５月末 周知文配布、関係機関への周知期間 

     ６月１日   指示発動  

 委員会指示案 
身網周辺 ３００ｍ 

垣網（前面） ３００ｍ 
垣網（後面） ３００ｍ 

制限内容 水産動植物の採捕（採捕行為含む）禁止

（漁業権者の同意がある場合除く） 
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資　　料　　８
（２２期２７回筑前漁調委）

（令和６年２月１３日）



  

底建網イメージ図 

（出典：漁業生物図鑑「新 北のさかなたち」） 
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筑前海区漁業調整委員会指示第   号（案） 

漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１２０条第１項の規定に基づき、筑前

海区における定置網漁業の操業を保護するため、次のとおり指示する。ただし、

試験研究機関等が調査研究のために水産動植物を採捕する場合は、この限りで

はない。 

 令和 年 月 日 

                             筑前海区漁業調整委員会会長  冨重 信一   

１ 指示の適用海域 

筑前海区海域 

２ 指示の内容 

    定置漁業権漁場内に設置される定置網（小型定置網を除く。）においては、

次に示す範囲を保護区域とし、当該定置網漁業によるものを除き、水産動植

物を採捕（採捕行為を含む）してはならない。ただし、漁業権者の同意があ

る場合を除く。 

   垣網（道網）の前面及び後面並びにその他の網部分の周辺３００メートル。 

３ 指示期間 

令和６年６月１日から令和１１年５月３１日まで 

 

定置網漁業の操業保護区域（参考） 

 

定置網 

囲網

（身網）
箱網箱網

垣網

（道網）前面３００ｍ 後面３００ｍ

周辺３００ｍ
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資　　料　　９
（２２期２７回筑前漁調委）

（令和６年２月１３日）




